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第 2 章 日本の職場における労働時間の状況 




1988 年の改正労働基準法の施行を受け、週の法定労働時間が 48 時間から 40 時間へ段階的
に引き下げられたものの、週当たりの労働時間はほとんど変化がないことも指摘されてい
る（黒田, 2010）。これは、週末の労働が平日にシフトし、結果として平日の労働時間が長
くなっていることを意味する。一般労働者の所定外労働時間は、2000 年では 11.8 時間だっ
たのが、2016 年には 14.4 時間と増加している。また、週 60 時間以上働いた労働者の比率






により「１週 40 時間」または「1 日 8 時間」を超えて働かせる時間を「時間外労働」とし
ているが、週 60 時間働いている状況は、単純計算で１週 20 時間の時間外労働をさせてい






























































































































































































提供する度合い」である（Hackman & Oldham , 1976)。職務の自律性とは、「自分のやり方
で仕事を進めることができたり、自分で仕事の計画やスケジュールを立てたりすることが





























































































































 経営学では、Belliveau, O'Reilly & Wade (1996)が、ソーシャル・キャピタルが CEO（最
高経営責任者）の報酬の配分に影響を及ぼすメカニズムとして機能することを示唆してい









わっていれば人的資本の効果は減少するとしている。一方で Medina , Cabrales & 







































































































































































































第 4 章 質問項目 





た。調査対象者は、民間企業に勤める 26 歳以上 60 歳以下の正社員で、同じ会社に勤続 3 年
以上勤めている者とし、計 309 名から回答が得られた。回答者は男性 197 名（63.8％）、女
性 112 名（36.2％）で、平均年齢は 43.2 歳（標準偏差 9.66）である。全体の 82.2％（254
名）が非管理職であり、業種は製造業が 25.6％（79名）と最も多く、次いで医療・福祉が
16.2％（50 名）が多かった。調査実施期間は、2018年 10 月 3 日（水）～2018年 10月 4 日























は、「15 時間未満」を最小単位とし、「15 時間以上 30時間未満」「30 時間以上 35 時間未満」












をする余地がある」の 2 項目、田尾 (1978)から「上司の指示がなくても、私の判断で仕事
をすすめることができる」、「私は自分の立てたプランやスケジュールどおりに仕事をすす










思う」に 5 点、「ややそう思う」に 4 点、「どちらとも言えない」に 3 点、「あまりそう思わ
ない」に 2 点、「そう思わない」に 1 点の 5 点尺度とした。 
 





 独立変数では、表 4-1 の 9「私の仕事の内容ややり方は上司から一方的に決められてい
る」、表 4-1の 15「私の職場では、メンバーに心配事や悩み事を何でも相談できる」、表 4-
1 の 18「業務量や重要な業務が特定の人物に偏らないように配慮されている」の 3 項目が
３点を下回った。表 4-1の 9 は、質問に回答した労働者は、ある程度仕事に対し上司から裁
量権を与えられているということかもしれない。一方で分業が進んだ職場において「個業
化」が促進され、日常的に細かい指示を受けていない可能性がある。表 4-1の 15 について
は、「個業化」が進んだ職場において、職場の希薄化が進行し、心配事や悩み事を相談、共







「そう思う」に 5 点、「ややそう思う」に 4 点、「どちらとも言えない」に 3 点、「あまりそ
う思わない」に 2 点、「そう思わない」に 1 点の 5 点尺度とした。 
 





 媒介変数では、表 4-2 の 10「他の人にお願いした仕事の締切りを早めることができる」、












































た項目を削除して分析を繰り返した結果、最終的に表 4-3 のような結果が得られた。 





























第 5 章 分析 















































































図 5-3 役職ごとの普段の労働時間の分布 
 
得点の見方）13:80 時間以上、12:75 時間以上 80時間未満、11:70時間以上 75時間未満、10:65時間以上 70時間未満、
9: 60 時間以上 65 時間未満、8:55 時間以上 60 時間未満、7:50 時間以上 55 時間未満、6:45 時間以上 40 時間未満、5: 
40 時間以上 45時間未満、4:35時間以上 40時間未満、3:30時間以上 35時間未満、2:15時間以上 30時間未満、1:15時
間未満。図 5-4、図 5-5、図 5-6も同じ。 
 

















































平均値：5.82 平均値：6.56 平均値：7.29 平均値：7.27 
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図 5-5 職場在籍期間ごとの普段の労働時間の分布 
 
 



































































































ソーシャル・キャピタル 3.156 0.647 .891 1.000
集団凝集性 3.090 0.917 .837 0.736 ** 1.000
職務自律性 3.524 0.785 .915 0.389 ** 0.395 ** 1.000
仕事の進め方 3.159 0.731 .686 0.653 ** 0.605 ** 0.308 ** 1.000
相互依存性 3.145 0.783 .808 0.338 ** 0.362 ** 0.186 ** 0.302 ** 1.000
普段の労働時間 5.184 2.095 -0.130 * -0.119 * 0.001 -0.138 * 0.044 1.000
繁忙期の労働時間 6.197 2.664 -0.165 ** -0.119 * 0.028 -0.191 ** 0.102 + 0.824 ** 1.000
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
  
 30 
















変数名 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差
MARRIED （未既婚） -0.092 0.314 0.077 0.065 -0.095 0.316 -0.093 0.316
CHILD （子供の有無） 0.107 0.289 -0.036 0.060 0.098 0.288 0.107 0.290
性別ダミー（男性＝1） 0.204 ** 0.328 -0.114 * 0.068 0.207 ** 0.327 0.206 ** 0.332
勤務地限定ダミー（非限定＝1） 0.113 0.340 -0.010 0.071 0.095 0.340 0.113 0.340
職務限定ダミー（非限定＝1） -0.031 0.334 0.008 0.070 -0.013 0.334 -0.032 0.335
仕事内容ダミー（非定型＝1） 0.044 0.275 0.006 0.057 0.050 0.273 0.043 0.276
職場の男女比 -0.011 0.118 0.033 0.025 -0.010 0.117 -0.012 0.118
職場の正規・非正規割合 0.010 0.129 -0.012 0.027 0.008 0.130 0.010 0.129
年齢 -0.042 0.075 -0.030 0.016 -0.055 0.074 -0.042 0.076
勤続年数 0.027 0.058 0.027 0.012 0.042 0.058 0.027 0.058
転職経験 0.007 0.155 0.018 0.032 0.016 0.156 0.007 0.156
従業員規模 0.007 0.094 0.006 0.019 0.006 0.093 0.007 0.094
年収 -0.105 0.071 0.032 0.015 -0.082 0.071 -0.106 0.071
世帯年収 0.032 0.067 -0.022 0.014 0.012 0.066 0.032 0.067
役職 0.124 + 0.171 0.009 0.036 0.105 0.167 0.124 + 0.171
職場の人数 -0.069 0.049 -0.016 0.010 -0.073 0.049 -0.069 0.049
職場の在籍期間 0.036 0.086 -0.019 0.018 0.044 0.087 0.036 0.086
所定労働時間 0.102 + 0.222 -0.059 0.046 0.091 0.221 0.103 + 0.223
所定労働日数 0.205 ** 0.206 -0.024 0.043 0.211 ** 0.207 0.206 ** 0.207
外向性 -0.055 0.128 0.019 0.027 -0.058 0.128 -0.056 0.129
勤勉性 0.138 * 0.133 -0.045 0.028 0.125 + 0.133 0.138 * 0.134
開放性 -0.031 0.143 0.088 + 0.030 -0.012 0.142 -0.032 0.145
協調性 0.082 0.145 -0.035 0.030 0.065 0.144 0.082 0.145
神経症傾向 0.032 0.141 0.079 + 0.029 0.017 0.141 0.030 0.142
勤怠管理の正確性 -0.043 0.085 0.057 0.018 -0.050 0.085 -0.044 0.085
集団凝集性 -0.067 0.174 0.456 ** 0.036 -0.076 0.198
職務自律性 -0.019 0.171 0.055 0.036 -0.020 0.172
仕事の進め方 -0.150 * 0.212 0.314 ** 0.044 -0.156 + 0.227
相互依存性 0.042 0.161 0.067 + 0.034 0.041 0.162
ソーシャル・キャピタル -0.122 * 0.196 0.018 0.288
R
2 0.221 0.646 0.203 0.221
Adjust R 2 0.140 0.609 0.129 0.137
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+


























上により仮説 1-2 は支持されず、仮説 1-1 および 1-3、1-4 は支持された。 
 ステップ３では、「普段の労働時間」に対し、独立変数としている「ソーシャル・キャピ
変数名 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差 標準化係数 標準誤差
MARRIED （未既婚） -0.084 0.388 0.077 0.065 -0.086 0.394 -0.080 0.390
CHILD （子供の有無） 0.068 0.356 -0.036 0.060 0.069 0.359 0.067 0.357
性別ダミー（男性＝1） 0.186 * 0.405 -0.114 * 0.068 0.189 * 0.408 0.180 * 0.409
勤務地限定ダミー（非限定＝1） 0.184 * 0.419 -0.010 0.071 0.159 * 0.423 0.184 * 0.419
職務限定ダミー（非限定＝1） -0.056 0.412 0.008 0.070 -0.024 0.416 -0.056 0.413
仕事内容ダミー（非定型＝1） -0.010 0.339 0.006 0.057 0.005 0.340 -0.009 0.340
職場の男女比 0.024 0.145 0.033 0.025 0.022 0.145 0.026 0.146
職場の正規・非正規割合 -0.024 0.159 -0.012 0.027 -0.027 0.162 -0.025 0.159
年齢 -0.089 0.093 -0.030 0.016 -0.128 + 0.092 -0.091 0.093
勤続年数 0.068 0.071 0.027 0.012 0.092 0.072 0.069 0.071
転職経験 0.043 0.191 0.018 0.032 0.054 0.194 0.043 0.192
従業員規模 0.035 0.115 0.006 0.019 0.036 0.116 0.036 0.116
年収 -0.045 0.088 0.032 0.015 -0.014 0.088 -0.043 0.088
世帯年収 -0.038 0.082 -0.022 0.014 -0.069 0.083 -0.039 0.082
役職 0.135 * 0.211 0.009 0.036 0.127 * 0.207 0.136 * 0.211
職場の人数 -0.054 0.061 -0.016 0.010 -0.062 0.061 -0.055 0.061
職場の在籍期間 0.043 0.106 -0.019 0.018 0.045 0.108 0.042 0.107
所定労働時間 0.066 0.273 -0.059 0.046 0.062 0.275 0.062 0.275
所定労働日数 0.208 ** 0.254 -0.024 0.043 0.215 ** 0.258 0.207 ** 0.255
外向性 -0.073 0.158 0.019 0.027 -0.070 0.159 -0.072 0.158
勤勉性 0.155 * 0.164 -0.045 0.028 0.134 * 0.165 0.153 * 0.165
開放性 -0.015 0.177 0.088 + 0.030 0.030 0.177 -0.011 0.178
協調性 0.091 0.179 -0.035 0.030 0.068 0.179 0.089 0.179
神経症傾向 -0.037 0.173 0.079 + 0.029 -0.038 0.175 -0.033 0.174
勤怠管理の正確性 -0.030 0.105 0.057 0.018 -0.038 0.106 -0.027 0.105
集団凝集性 -0.053 0.215 0.456 ** 0.036 -0.029 0.244
職務自律性 0.032 0.211 0.055 0.036 0.035 0.212
仕事の進め方 -0.232 ** 0.261 0.314 ** 0.044 -0.215 ** 0.280
相互依存性 0.116 * 0.199 0.067 + 0.034 0.119 * 0.200
ソーシャル・キャピタル -0.157 ** 0.245 -0.052 0.355
R 2 0.267 0.646 0.236 0.268
Adjust R


















有意であった。以上により仮説 2−1 および仮説 2−2 ともに支持された。 









上により媒介効果が認められないため、仮説 3-1−1、仮説 3-1−2、仮説 3-2−1、仮説 3-2−2、
仮説 3-3−1、仮説 3-3−2、仮説 3-4-1、仮説 3-4-2 は全て棄却された。 
 
5-4 媒介変数としての「仕事の進め方」の検討 















表 5-4 ソーシャル・キャピタルを独立変数、仕事の進め方を従属変数とした重回帰分析 
 
  














年齢 0.114 * 0.020
勤続年数 -0.090 + 0.016
転職経験 -0.038 0.043
従業員規模 0.058 0.025
年収 -0.163 * 0.019
世帯年収 0.149 * 0.018






勤勉性 0.105 * 0.036
開放性 -0.144 ** 0.039
協調性 0.122 * 0.039
神経症傾向 0.036 0.038
勤怠管理の正確性 0.014 0.023
ソーシャル・キャピタル 0.612 ** 0.054
R
2 0.513
Adjust R 2 0.469
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+













図 5-7 普段の労働時間を従属変数とした媒介分析 
 
 
































































































第 7 章 まとめ 
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